
     

 

 

 

 

 

 

 

 

第三期藤井寺市子ども・子育て支援事業計画 

(案) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年 11 月 

藤 井 寺 市 

  

資料１ 



 



     

 

目 次 
 

 

第１章 計画策定に当たって ......................................... 1 
１ 計画策定の趣旨 ..................................................................... 1 

２ 計画の位置づけ ..................................................................... 2 

３ 計画の期間 ......................................................................... 3 

４ 計画の策定方法 ..................................................................... 3 

 

第２章 子ども・子育てを取り巻く状況 ............................... 4 
１ 人口推移と推計 ..................................................................... 4 

２ 人口構造 ........................................................................... 6 

３ 出生の状況 ......................................................................... 7 

４ 自然動態・社会動態と婚姻の状況 ..................................................... 9 

５ 子どものいる世帯の状況 ............................................................ 10 

６ 女性の就業状況 .................................................................... 12 

７ ニーズ調査からみる現状 ............................................................ 13 

８ 振り返りと課題 .................................................................... 22 

 

第３章 計画の基本的な考え方 ...................................... 23 
１ 基本理念 .......................................................................... 23 

２ 基本的な視点 ...................................................................... 23 

３ 基本目標 .......................................................................... 24 

４ 施策の体系 ........................................................................ 25 

 

第４章 施策の展開 ................................................ 26 
基本目標Ⅰ 安心して子どもを生み育てることができるまち ................................ 26 

基本目標Ⅱ すべての子育て家庭に寄り添うことができるまち ................................ 28 

基本目標Ⅲ 子どもの生きる力を育むことができるまち .................................... 32 

基本目標Ⅳ 支援が必要な子どもや家庭をサポートできるまち ................................ 35 

基本目標Ⅴ 子育て・子育ちにやさしいまち .............................................. 40 

  



 

 

 

 

第５章 子どもの未来応援プラン .................................... 43 
１ 計画の趣旨 ........................................................................ 43 

２ 現状と課題 ........................................................................ 43 

３ 計画の基本的な考え方 .............................................................. 44 

基本方針１ 貧困の連鎖の断ち切り .................................................... 44 

基本方針２ 切れ目のない支援 ........................................................ 45 

基本方針３ 適切な情報の提供 ........................................................ 45 

４ 分野別の取組 ...................................................................... 46 

５ 計画の進捗状況の確認 .............................................................. 49 

 

第６章 ひとり親家庭等自立促進計画 ................................ 50 
１ 現状と課題 ........................................................................ 50 

２ ひとり親家庭等への支援 ............................................................ 51 

（１）就業の支援 .................................................................... 51 

（２）子育てや生活の支援 ............................................................ 51 

（３）養育費確保の支援 .............................................................. 53 

（４）経済的な支援 .................................................................. 53 

 

第７章 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 .. 54 
１ 教育・保育提供区域の設定 .......................................................... 54 

２ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業 ................................................. 54 

３ 教育・保育の量の見込みと確保方策 .................................................. 56 

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 .................................. 58 

 

第８章 計画の推進 ................................................ 64 
１ 施策の実施状況の点検及び評価 ...................................................... 64 

２ 関係機関等との連携 ................................................................ 64 

 

 

 



     

 
1 

 

第１章    計画策定にあたって 

 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

我が国の子どもたちを取り巻く社会環境をみると、少子化・高齢化や核家族化の進行に

よりライフスタイルや価値観のニーズが多様化し、生活環境の変化とともに、児童虐待や

ひきこもり、地域社会のつながりの希薄化に関する問題は依然として解決すべき課題とな

っています。また、自殺やいじめなどの生命・安全の危機、子育て家庭の孤独・孤立、格

差拡大などの問題も近年顕在化しています。 

 

このような中、国では令和５年４月に「こども基本法」が施行されました。「こども基本

法」は、日本国憲法、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代の社会を担うすべ

ての子どもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やか

に成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護

が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指すものとして

います。また、同じく令和５年４月に、「こども家庭庁」が発足し、令和５年12月には、こ

ども基本法の理念に基づき、子ども政策を総合的に推進するための政府全体の子ども施策

の基本的な方針等を定める「こども大綱」が閣議決定されました。「こども大綱」は、「こ

どもまんなか社会」の実現に向けた子どもや子育て当事者の幸福追求において非常に重要

であるとされています。 

 

本市においては、平成27年３月に５年間を計画期間とした「藤井寺市子ども・子育て支

援事業計画」、令和２年３月に「第二期藤井寺市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、

子育て家庭の皆さんが安心して暮らせるように様々な子ども・子育て施策に取り組んでき

ました。 

このたび、令和２年度から令和６年度までの５か年を計画期間としていた第二期計画が

終わりを迎えることから、令和７年度以降も未来を担う子どもたちが強く、健やかに生ま

れ育ち、夢を持てる環境づくりを進め、子ども・子育て支援に係る各施策の総合的・計画

的な推進を図るため、「第三期藤井寺市子ども・子育て支援事業計画（以下「第三期計画」

という。）」を策定しました。 
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２ 計画の位置づけ 

第三期計画は、子ども・子育て支援法第61条第１項に基づく市町村子ども・子育て支援

事業計画として位置づけ、総合計画等の上位計画や関連計画と整合性を図った内容としま

す。 

なお、「次世代育成支援対策推進法」第８条に規定する「市町村行動計画」、「こどもの貧

困の解消に向けた対策の推進に関する法律」第10条第２項に規定する「市町村計画」、「母

子及び父子並びに寡婦福祉法」第12条に規定する「自立促進計画」については、第三期計

画に包含しているものとし、一体的な計画として策定しました。 
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３ 計画の期間 

第三期計画の計画期間は、令和７年度を初年度とする令和11年度までの５か年とします。 

なお、今後の国及び市を取り巻く社会状況の変化に対応するため、計画期間中であって

も子ども・子育て会議等での審議を経て、必要な見直しを行っていくこととします。 

 

令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年 令和12年 

       

 

 

４ 計画の策定方法 

（１）「子ども・子育て支援推進連絡会議」・「子ども・子育て会議」 

第三期計画の策定にあたっては、庁内関係課で構成する「子ども・子育て支援推進連絡

会議」で検討を行うとともに、「子ども・子育て会議」において、意見等をいただきました。 

子ども・子育て会議は、学識経験者や各種団体の代表、公募による市民等で構成されて

おり、関係者が子ども・子育て支援に関する施策やプロセス等に直接かかわることができ

る仕組みです。 
 

（２）「ニーズ調査」の実施 

 第三期計画の策定にあたり、子育て支援に関する事業の利用状況や今後の利用希望等

を把握するため、就学前児童及び小学生が在籍している世帯を対象として「子育て支援に

関するニーズ調査」を実施しました。 

■ 調査対象者と回収状況 

 配 布 数 有効回答数 有効回答率 

就学前児童 1,400 通 663 通 47.4％ 

就学児童 1,400 通 692 通 49.4％ 

■ 調査期間：令和５年 12 月６日～令和５年 12 月 31 日 

 

（３）パブリックコメントの実施 

第三期計画について、市民から幅広く意見を募集するため、計画案に対するパブリック

コメントを実施しました。 

 ■パブリックコメント実施期間：令和６年●●月●●日～令和７年●●月●●日  

第三期藤井寺市子ども・子育て支援事業計画 
第二期 

計画 
次期計画 
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第２章    子ども・子育てを取り巻く状況 

 

 

 

１ 人口推移と推計 

本市の人口は年々減少を続けており、令和２年と令和６年を比較すると、1,949人の減少

となっています。 

また、本市の人口に占める年齢三区分別の人口の割合を見ると、年少人口（15歳未満）

の減少及び高齢者人口（65歳以上）の増加により、少子化・高齢化が進んでいることが分

かります。計画期間中の人口推計では、人口は減少を続け、令和11年の年少人口の割合は

10.2％となる見込みとなっています。 

人口の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤井寺市人口動態（各年３月末日現在）） 

推計はコーホート変化率法により算出（以下、人口推計については同じ） 

人口の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤井寺市 人口動態（各年３月末日現在）  

12.3 12.1 12.0 11.7 11.4 11.2 8.2 10.7 10.4 10.2

59.4 59.4 59.4 59.7 59.8 59.8 62.7 60.0 60.3 60.2

28.4 28.5 28.7 28.6 28.8 29.0 29.1 29.3 29.4 29.6

0.0
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令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年

（％）

15歳未満 15～64歳 65歳以上

第三期計画期間中の推計 

7,892 7,726 7,605 7,379 7,128 6,928 6,701 6,481 6,229 6,059 

38,232 38,030 37,636 37,733 37,331 37,037 36,752 36,454 36,212 35,794 

18,260 18,273 18,167 18,047 17,976 17,921 17,858 17,777 17,658 17,613 

64,384 64,029 63,408 63,159 62,435 61,886 61,311 60,712 60,099 59,466 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年

（人）

15歳未満 15～64歳 65歳以上

第三期計画期間中の推計 
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18歳未満の子どもの人口は減少傾向で推移しており、令和２年と令和６年を比較すると

890人の減少となっています。計画期間中の人口推計では、令和10年には7,000人台となる

見込みです。 

就学前児童（０歳～５歳）も減少傾向で推移しており、令和２年と令和６年を比較する

と388人の減少となっています。計画期間終了となる令和11年には2,100人程度となる見込

みです。 

 

子どもの人口推移及び推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤井寺市 人口動態（各年３月末日現在） 

 

 

年齢別就学前児童人口の推移及び推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤井寺市 人口動態（各年３月末日現在） 

  

1,275 1,261 1,239 1,170 1,143 1,101 1,083 1,068 1,046 1,029 

1,498 1,413 1,329 1,302 1,242 1,222 1,162 1,139 1,096 1,079 

3,396 3,316 3,258 3,163 3,031 2,864 2,789 2,655 2,555 2,453 

3,600 3,612 3,524 3,490 3,463 3,526 3,419 3,344 3,286 3,176 

9,769 9,602 9,350 9,125 8,879 8,713 8,453 8,206 7,983 7,737 
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（人）

０～２歳 ３～５歳 ６～11歳 12～17歳

415 401 410 372 362 363 354 347 341 337 

423 437 393 413 376 366 367 358 351 345 

437 423 436 385 405 372 362 363 354 347 

472 446 419 437 388 407 374 364 365 356 

509 460 444 424 432 384 405 371 361 362

517 507 466 441 422 431 383 404 370 361

2,773 
2,674 

2,568 2,472 2,385 2,323 2,245 2,207 2,142 2,108 
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（人）

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

本計画期間中の推計 

本計画期間中の推計 
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２ 人口構造 

全体では、45～59歳と70～79歳の人口が多く、30～34歳と15歳未満の人口が少なくなっ

ており、18歳以下の１歳階級でみると、年齢が低くなるにつれて概ね減少傾向となってい

ます。 

人口ピラミッド（５歳階級別） 

【男性】                 【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤井寺市 人口動態（令和６年３月末日現在） 
 

人口ピラミッド（18 歳以下の１歳階級別） 

【男性】                 【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤井寺市 人口動態（令和６年３月末日現在）  
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３ 出生の状況 

出生数・出生率ともに、減少傾向にあります。出生率は、全国及び大阪府と比べて低い

値で推移していましたが、令和５年で全国の出生率を上回りました。 

また、合計特殊出生率は府内市町で比較すると、全国平均よりも低く大阪府の平均と同

程度となっています。 

 

出生数と出生率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（総務省） 

 

 

合計特殊出生率(府内市町比較) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計特殊報告(平成 30 年～令和４年の値) 
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本市の出生数を母親の年齢別割合で見ると、30～34歳の割合が最も高く、次いで25～29

歳で割合が高くなっています。 

 

出生数の母親の年齢別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大阪府主要健康福祉データ 人口動態調査 
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25.4％ 27.8％ 25.2％
26.8％ 27.4％

34.5％ 38.0％ 36.7％
34.4％ 30.8％

21.7％ 18.1％ 18.3％
21.3％ 23.1％

452 
421 409 

381 390 

0

100

200

300

400

500

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

（人）

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳
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４ 自然動態・社会動態と婚姻の状況 

本市の自然動態（出生数と死亡数の差）について、令和４年以降減少人口が大幅に増え、

400人を超えています。 

また、社会動態（転入数と転出数の差）は、令和４年に増加に転じたものの、翌年の令

和５年で214人の減少となっています。 

自然動態の要因の一つでもある未婚率の本市の状況については、平成27年と比較すると、

令和２年は男女ともに低くなっています。 

 

自然動態      社会動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大阪府主要健康福祉データ 人口動態調査 

 

 

未婚率（男性）    未婚率（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

428 408 393 397 385 

678 681 697
817 794

-250 -273 -304 
-420 -409 

-1,000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

出生数 死亡数

自然増減数

2,330 2,324 2,148 
2,612 2,452 

2,491 2,395 2,540 2,387 2,666

-161 -71 
-392 

225 

-214 

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

転入数 転出数

社会増減数

93.7 92.6 93.4
88.3

70.3 70.3 68.7 65.8

44.6 43.5 43.9 42.9

26.4
30.7 31.0 29.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（％）

20～24歳 25～29歳

30～34歳 35～39歳

90.4 89.1 90.7 88.8

60.4 59.4
63.3 62.7

30.9 34.1 35.5 35.5

18.7 21.6 24.0 22.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（％）

20～24歳 25～29歳

30～34歳 35～39歳
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５ 子どものいる世帯の状況 

一般世帯数は増加傾向にありますが、18歳未満の親族のいる世帯（子どものいる世帯）

数は減少傾向にあります。 

また、一般世帯数に占める核家族の世帯の割合では、全国及び府と比較して、藤井寺市

は高くなっています。 

 

子どものいる世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

一般世帯数に占める核家族の世帯の割合比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

18,498 20,117 20,798 22,160 

6,668 
6,623 6,298 5,613 

25,166 
26,740 27,096 27,773 

0

10,000

20,000

30,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（世帯）

18歳未満の親族のいる世帯数

66.3
65.0

63.6

60.760.4

57.2
56.1

53.1

57.9
56.3 55.8

54.1

50.0

60.0

70.0

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（％）

藤井寺市 大阪府 全国
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本市の子どものいる世帯の家族形態をみると、90％以上が核家族となっており、６歳未

満の子のいる世帯では7.2％、18歳未満の子のいる世帯では14.4％がひとり親世帯となっ

ています。 

また、ひとり親世帯数は、平成27年まで増加で推移していましたが、令和２年は大幅に

減少しています。 

 

子どものいる世帯の家族形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２年） 

 

 

ひとり親世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

571 588 604 

466 

60 58 58 

33 

631 646 662 

499 

0

100

200

300

400

500

600

700

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（世帯）

母子世帯数 父子世帯数

87.1

83.4

79.4

0.3

0.7

0.9

6.9

10.2

13.5

5.7

5.8

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

６歳未満の子のいる世帯

(n＝2,058)

12歳未満の子のいる世帯

(n＝3,787)

18歳未満の子のいる世帯

(n＝5,599)

核家族(両親と子ども) 核家族(男親と子ども)

核家族(女親と子ども) 核家族以外の世帯



 
12 

 

６ 女性の就業状況 

女性の子育て世代（25～44歳）の就業率をみると、全国平均より低く推移しており、大

阪府とはほぼ等しい値で推移していましたが、令和２年は大阪府より6.0ポイント高くな

っています。傾向としては上昇を示しており、平成17年から令和２年で8.8ポイントの上昇

となっています。 

年齢別に女性の就業率をみると、全国とほぼ同率となっています。また、25～44歳では、

出産や育児に伴う離職等により就業率が下がる、いわゆる「Ｍ字カーブ」が見られます。 

 

就業率（女性：25～44 歳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

女性の就業率（５歳階級別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査(令和２年) 

  

55.8 56.3

62.5 64.6

56.2
57.2

60.1
58.6

62.1
63.1

65.9
66.7

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（％）

藤井寺市(女性) 大阪府(女性) 全国(女性)

16.6

58.9

67.6
61.3 62.1

67.2 66.9 68.8
65.8

53.4

34.2

21.0

10.2

5.4
1.8

15.2

53.3

61.3
56.6 56.5

60.1 62.6 63.0 61.8

52.2

34.1

21.3 11.1 5.5 2.4

14.2

59.7

68.9
64.5 64.9

68.5 70.6 70.2 68.0

57.3

38.5

24.8
13.3 7.0 2.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）

藤井寺市 大阪府 全国
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７ ニーズ調査からみる現状 

① 子育てや子どもの教育について、気軽に相談できる人や場所の有無 

就学前児童では、「いる／ある」の割合が93.5％、「いない／ない」の割合が6.2％となっ

ています。 

就学児童では、「いる／ある」の割合が89.7％、「いない／ない」の割合が9.7％となって

います。 

 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

【就学児童】 

 

 

 

 

 

 

② 「パート・アルバイトで就労」または「パート・アルバイトで就労している

が、育休・介護などで休業中」の方のフルタイムへの転換希望 

母親では、「パート・アルバイトなどで働き続けることを希望」の割合が42.9％と最も高

く、次いで「フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない」の割合が31.6％

となっています。 

父親では、「フルタイムへの転換希望があり、実現できる見込みがある」が３件となって

います。 

 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

フルタイムへの転換希望があり、
実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、
実現できる見込みはない

パート・アルバイトなどで
働き続けることを希望

パート・アルバイトなどをやめて
子育てや家事に専念したい

無回答

9.6

31.6

42.9

4.5

11.3

100.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

回答者数 =

　 663 93.5 6.2 0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる／ある いない／ない 無回答

回答者数 =

　 692 89.7 9.7 0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

（回答者数 = 177）

父親

（回答者数 = 3）
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③ 平日に定期的に利用したい施設やサービス 

「認可保育所」の割合が49.8％と最も高く、次いで「認定こども園」の割合が41.8％、

「幼稚園＋幼稚園の預かり保育」の割合が27.9％となっています。 
 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 育児休業の取得状況 

母親では、「育児休業を取った、あるいは、今取っている」の割合が53.8％と最も高く、

次いで「働いていなかった」の割合が33.9％となっています。 

父親では、「育児休業を取らずに働いた」の割合が76.8％と最も高く、次いで「育児休業

を取った、あるいは、今取っている」の割合が11.6％となっています。 
 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 663 ％

幼稚園

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模保育事業

家庭的保育

事業所内保育施設

企業主導型保育事業

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

地域子育て支援拠点など子育ての仲間が
集まる場

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援施設

特になし

その他

無回答

21.1

27.9

49.8

41.8

5.9

3.5

7.8

4.4

1.4

4.7

17.6

7.8

4.2

4.8

0.3

4.2

0 10 20 30 40 50 60

％

働いていなかった

育児休業を取った、あるいは、今取っている

育児休業を取らずに働いた

育児休業を取らずに離職した

無回答

33.9

53.8

2.9

8.3

1.1

1.8

11.6

76.8

0.0

9.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

母親

（回答者数 = 663）

父親

（回答者数 = 663）
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⑤ 小学校低学年の間、放課後の時間を過ごさせたい場所 

「放課後児童会」の割合が57.7％と最も高く、次いで「自宅」の割合が40.2％、「習い事」

の割合が32.0％となっています。 

 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 小学校高学年の間、放課後時間を過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が72.2％と最も高く、次いで「習い事」の割合が46.4％、「放課後児童会」

の割合が17.5％となっています。 

 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 97
％

自宅

祖父母等の親族の家、友人・知人の家

放課後児童会

放課後子ども教室

児童館

習い事

ファミリー・サポート・センター

放課後等デイサービス

その他

無回答

40.2

5.2

57.7

6.2

1.0

32.0

0.0

3.1

1.0

3.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80

回答者数 = 97
％

自宅

祖父母等の親族の家、友人・知人の家

放課後児童会

放課後子ども教室

児童館

習い事

ファミリー・サポート・センター

放課後等デイサービス

その他

無回答

72.2

14.4

17.5

3.1

1.0

46.4

0.0

1.0

1.0

10.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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⑦ 子育て経験などから、充実してほしい子育て支援サービス 

就学前児童では、「屋外の施設の整備」の割合が81.1％と最も高く、次いで「子どもが医

療機関を利用できる体制の整備」の割合が73.5％、「子育て世帯への経済的援助の拡充」の

割合が68.3％となっています。 

 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 663 ％

屋外の施設の整備

運動場の開放を増やす

屋内の施設の整備

「子育て環境のバリアフリー化」

子育てに困ったときの相談体制の充実

子育て支援に関する情報提供の充実

親子教室の開催回数の増加と内容の充実

子育てサークル活動・こども食堂への
支援の充実

子どもを預ける施設を増やす

預かり保育などの充実

子どもが医療機関を利用できる体制の整備

子どもの安全を確保する対策の充実

子育てについて学べる機会をつくる

子育て世帯への経済的援助の拡充

住宅面での配慮や支援

赤ちゃんと共に宿泊できる産後ケアの
体制の整備

産婦が受診できる産婦健診の体制の整備

ヘルパー派遣による支援の充実

子育てにおける相互援助活動の充実

お子さんが３人以上いる、もしくは
多胎のお子さんがいる家庭への支援の充実

特にない

その他

無回答

81.1

38.5

48.9

59.6

33.5

36.8

19.0

23.7

52.3

40.3

73.5

51.7

16.9

68.3

16.9

35.3

32.4

32.9

16.7

37.7

1.1

10.0

1.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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就学児童では、「屋外の施設の整備」の割合が70.1％と最も高く、次いで「子どもが医療

機関を利用できる体制の整備」の割合が65.0％、「子育て世帯への経済的援助の拡充」の割

合が53.9％となっています。 

 

【就学児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 692 ％

屋外の施設の整備

運動場の開放を増やす

屋内の施設の整備

「子育て環境のバリアフリー化」

子育てに困ったときの相談体制の充実

子育て支援に関する情報提供の充実

親子教室の開催回数の増加と内容の充実

子育てサークル活動・こども食堂への
支援の充実

子どもを預ける施設を増やす

預かり保育などの充実

子どもが医療機関を利用できる体制の整備

子どもの安全を確保する対策の充実

子育てについて学べる機会をつくる

子育て世帯への経済的援助の拡充

住宅面での配慮や支援

赤ちゃんと共に宿泊できる産後ケアの
体制の整備

産婦が受診できる産婦健診の体制の整備

ヘルパー派遣による支援の充実

子育てにおける相互援助活動の充実

お子さんが３人以上いる、もしくは
多胎のお子さんがいる家庭への支援の充実

特にない

その他

無回答

70.1

33.4

39.0

33.8

31.1

31.6

17.2

25.0

33.5

38.6

65.0

43.9

12.9

53.9

13.2

23.3

19.8

24.4

12.3

25.7

1.2

6.6

6.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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⑧ 子育てに必要な情報の入手先 

就学前児童では、「市の広報やパンフレット」の割合が77.4％と最も高く、次いで「友人・

知人からの情報」の割合が54.0％、「幼稚園、保育所（園）、学校、またはその保護者の仲

間」の割合が53.5％となっています。 

就学児童では、「市の広報やパンフレット」の割合が70.1％と最も高く、次いで「友人・

知人からの情報」の割合が53.5％、「市のホームページや市の公式SNS（LINE、フェイスブ

ックなど）」の割合が40.3％となっています 

 

 

【就学前児童】    【就学児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 663 ％

市の広報やパンフレット

市のホームページや市の
公式SNS

子育てマップ藤井寺

子育て雑誌、育児書

テレビ、ラジオ、新聞

友人・知人からの情報

インターネットや交流サ
イト

隣近所、地域の人

親族

幼稚園、保育所（園）、
学校、またはその保護者

の仲間

地域子育て支援拠点・
サークル活動など

その他

情報の入手先がない、ま
たは、情報の入手先や手

段がわからない

無回答

77.4

38.5

17.9

11.6

12.7

54.0

40.0

15.4

33.5

53.5

11.8

1.7

1.2

2.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
回答者数 = 692 ％

市の広報やパンフレット

市のホームページや市の
公式SNS

子育てマップ藤井寺

子育て雑誌、育児書

テレビ、ラジオ、新聞

友人・知人からの情報

インターネットや交流サ
イト

隣近所、地域の人

親族

幼稚園、保育所（園）、
学校、またはその保護者

の仲間

地域子育て支援拠点・
サークル活動など

その他

情報の入手先がない、ま
たは、情報の入手先や手

段がわからない

無回答

70.1

40.3

9.1

7.7

14.2

53.5

31.1

17.6

19.5

36.6

4.0

1.3

1.3

6.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
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⑨ 子育てに関して、日常悩んでいることや気になることについて 

就学前児童では、「病気や発育発達に関すること」の割合が37.1％と最も高く、次いで「子

どもの教育に関すること」の割合が34.8％、「食事や栄養に関すること」の割合が33.0％と

なっています。 

就学児童では、「子どもの教育に関すること」の割合が44.2％と最も高く、次いで「子ど

もの友だちづきあいに関すること」の割合が37.7％、「病気や発育発達に関すること」の割

合が23.8％となっています。 

 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【就学児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 692 ％

病気や発育発達に関すること

食事や栄養に関すること

子どもとの接し方に自信が持てないこと

子どもと過ごす時間が十分取れないこと

子どもの教育に関すること

子どもの友だちづきあいに関すること

子どもの登所・登園拒否や不登校など

特にない

その他

無回答

23.8

19.8

10.3

17.3

44.2

37.7

6.8

22.4

3.6

3.9

0 10 20 30 40 50 60

回答者数 = 663
％

病気や発育発達に関すること

食事や栄養に関すること

子どもとの接し方に自信が持てないこと

子どもと過ごす時間が十分取れないこと

子どもの教育に関すること

子どもの友だちづきあいに関すること

子どもの登所・登園拒否や不登校など

特にない

その他

無回答

37.1

33.0

13.3

23.2

34.8

25.8

5.4

19.0

2.1

6.5

0 10 20 30 40 50
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⑩ 地域で子どもが健やかに育まれるようにするために、力を入れるべきだと思

うこと 

就学前児童では、「地域内での子どもの安全を確保するための活動」の割合が62.4％と最

も高く、次いで「子どもの個性を伸ばす活動」の割合が48.1％、「様々な人が交流できる場

所をつくる」の割合が34.1％となっています。 

就学児童では、「地域内での子どもの安全を確保するための活動」の割合が63.6％と最も

高く、次いで「子どもの個性を伸ばす活動」の割合が47.0％、「子どもの学力を伸ばすため

の活動」の割合が39.6％となっています。 

 

 

【就学前児童】    【就学児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 663 ％

地域内での子どもの安全
を確保するための活動

子どもに礼儀やしつけを
しっかりと教える

地域の歴史や文化、自然
を体験したり学ぶ機会を

増やす

子どもの個性を
伸ばす活動

子どもの学力を
伸ばすための活動

様々な年齢の人たちとの
交流を進める

大人の余暇時間を増やす

学校行事への参加を
増やす

学校施設などを開放する
機会を増やす

地域の活動への参加を
増やす

様々な人が交流できる
場所をつくる

その他

わからない

無回答

62.4

25.0

31.5

48.1

33.6

26.2

21.6

9.0

13.3

9.2

34.1

4.2

8.9

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 回答者数 = 692 ％

地域内での子どもの安全
を確保するための活動

子どもに礼儀やしつけを
しっかりと教える

地域の歴史や文化、自然
を体験したり学ぶ機会を

増やす

子どもの個性を
伸ばす活動

子どもの学力を
伸ばすための活動

様々な年齢の人たちとの
交流を進める

大人の余暇時間を増やす

学校行事への参加を
増やす

学校施設などを開放する
機会を増やす

地域の活動への参加を
増やす

様々な人が交流できる
場所をつくる

その他

わからない

無回答

63.6

29.2

34.5

47.0

39.6

29.8

18.4

9.2

16.6

7.2

27.5

4.3

3.2

7.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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⑪ 子どもたちの地域での交流や活動をさらに活発にするために必要だと思うこと 

「子どもにかかわる地域活動の情報を一元化する」の割合が28.1％と最も高く、次いで

「身近なところに、地域活動の拠点になる場をつくる」の割合が26.5％、「子どもが意見を

出し合い、子どもが中心になって行う活動を育成する」の割合が24.9％となっています。 
 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫ 子育てをする中で、有効と感じる支援・対策 

「子育てしやすい住居・まちの環境面での充実」の割合が64.9％と最も高く、次いで「仕

事と家庭生活の両立ができる労働環境の整備」の割合が57.6％、「子どもを対象にした犯

罪・事故の軽減」の割合が55.1％となっています。 
 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 663 ％

その他

わからない

無回答

身近なところに、地域活動の拠点になる場を
つくる

子どもが意見を出し合い、子どもが中心になって
行う活動を育成する

障害がある子の参加を促進するなど、地域の
すべての子どもが参加できるように配慮する

活動に地域の人が参加する機会を増やす

調整や助言を行う専門的なコーディネーター役
が必要

自治会など地域組織で、子どもや子育て
についての活動に力を入れる

市民を対象に地域活動を支援するボランティア
の募集や養成をする

市民を対象に地域活動を支援するＮＰＯを
育成する

子どもにかかわる地域活動の情報を一元化する

23.1

17.5

23.8

7.5

6.3

28.1

26.5

24.9

18.9

2.0

20.7

8.4

0 10 20 30 40

回答者数 = 439 ％

放課後児童会の充実

子育て支援のネットワークづくり

地域における子どもの活動拠点の充実

子どもの教育環境

子育てしやすい住居・まちの環境面での
充実

仕事と家庭生活の両立ができる労働環境
の整備

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減

援護を要する子どもに対する支援

その他

無回答

21.6

17.3

39.9

51.5

64.9

57.6

55.1

20.3

6.6

0.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80
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８ 振り返りと課題 

第三期計画の策定にあたり、この５年間の第二期計画の取組、保護者へのニーズ調査結

果等を踏まえ、課題を整理しました。 

 

〇 教育・保育について 

 就学前保育施設においては、待機児童の解消を図るとともに、多様な子育てニーズ

に対応することが必要です。 

 安心・安全な環境の中で、幼児教育・保育の質の向上を図ることが必要です。 

 地域・大学など多様な社会資源との連携・協働による学校づくりを推進していくこ

とが必要です。 

 放課後児童会を継続して運営するとともに、すべての子どもが、安心・安全に過ご

せる居場所づくりを検討していくことが必要です。 

 子どもに関わる様々な活動・体験の取組を促進していくことが必要です。 

 地域とのつながりをもてる機会の確保など、地域全体で子育てを応援するという機

運を高めていくことが必要です。 

 

〇 地域や家庭での子育て支援について 

 様々な子育て支援事業について、ＳＮＳなどを活用した情報発信やオンラインでの

支援などを強化していくことが必要です。 

 貧困の連鎖を断ち切る必要があるため、子どもたちが将来に希望をもつことができ

るまちの実現を目指し、各種施策の推進に取り組んでいくことが必要です。 

 困窮に陥りやすいひとり親家庭に対しては、確実な情報提供を行い、自立や生活の

安定に向けた支援を継続していくことが必要です。 

 妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない支援をしていくため、保健・医

療・福祉の連携を強化することが必要です。 

 児童虐待の未然防止、早期発見・対応のため、子どもに関わる関係機関等の連携体

制のさらなる強化を進めていくことが必要です。 

 障害のある子ども、発達に特性のある子どもの置かれた環境やライフステージに応

じて、社会参加を支援していくこと必要です。 

 

〇 子育てのしやすいまちづくりについて 

 子育て家庭を地域社会全体で支援する社会をつくるため、育児休業や子育てがしや

すい環境づくりのための働き方を啓発していくことが必要です。 

 道路交通環境や防犯・防災対策、住環境の整備など、安心・安全なすべての子育て

家庭が暮らしやすいまちづくりを進めていくことが必要です。 
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第３章    計画の基本的な考え方 

 

 

 

１ 基本理念 

【 基 本 理 念 】 

 

 

 

 

 

本市では、「第六次藤井寺市総合計画」において、まちの将来像を「～人と歴史が活きる

未来へ～笑顔と活気に満ちた快適なまち ふじいでら」とし、まちに対する愛着や誇りを

育み、市民一人ひとりがより心身ともに健やかに自分らしく活躍できるまちを目指してい

ます。子ども・子育ち支援の分野では、施策の柱として、「子どもたちが輝き、生涯にわた

り学び・活動する」を掲げ、子育て世代が夢と希望を持ち、安心して子どもを育み、子ど

もたちが自由に成長できるような子育て環境を整備することで、未来を担う子ども一人ひ

とりが個性や創造力を伸ばし、予測困難な将来の社会を生き抜く「生きる力」を育むこと

としています。 

また、こども大綱においては、子どもの視点に立って意見を聴き、子どもにとって一番

の利益を考え、子どもと家庭の福祉や健康の向上を支援し、子どもの権利を守る「こども

まんなか社会」の実現を目指しています。 

第三期計画では、「第二期藤井寺市子ども・子育て支援事業計画」の理念や方向性などを

引き継ぐとともに、「こどもまんなか社会」や「第六次藤井寺市総合計画」の方針を踏まえ、

「子どもを生み育てやすく子どもがのびのび健やかに育つまち」を基本理念とします。 
 

 

２ 基本的な視点 

子どもは、乳幼児期から学童期、思春期等における様々な学びや体験を通じて成長しま

す。大人として自分らしく社会生活を送ることができるようになるまでの子どもの成長の

過程は、置かれた環境にも大きく依存し、子どもによって様々であり、かつ、乳幼児期か

らの連続性を持つものです。そのため、第三期計画では、ライフステージを通した重要事

項への対応とともに、ライフステージ別の重要事項への対応を基本的な視点とします。 

 

基本的な視点（１）ライフステージを通した重要事項への対応 

基本的な視点（２）ライフステージ別の重要事項への対応  

 
子どもを生み育てやすく 

子どもがのびのび健やかに育つまち 
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３ 基本目標 

（１）安心して子どもを生み育てることができるまち 

安心して妊娠・出産することができる環境を確保するとともに、子どもの健やかな発育、

発達を支えるための保健医療体制の充実を目指します。 

また、すべての家庭及び子どもを対象として、地域のニーズに応じた多様かつ総合的な

子育て支援を質・量両面にわたり充実させることで、妊娠・出産期から乳幼児期における

切れ目のない支援を行い、育児不安の軽減を図ります。 

 

 

（２）すべての子育て家庭に寄り添うことができるまち 

乳幼児期は生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期です。このことを踏まえ、

発達に応じた教育・保育を通して子どもの健やかな成長を保障するとともに、学童期とな

る小学校生活へ円滑に移行できるよう関係機関等の連携が深まる取組を進めます。 

 

 

（３）子どもの生きる力を育むことができるまち 

学童期においては、「第２次藤井寺市教育振興基本計画」に基づき、子どもたちが心身と

もに健やかに成長できるような取組を推進します。 

また、家庭、学校、地域が一体となって、子ども自らの力を培い、伸ばし、支える教育

環境づくりを推進します。 

 

 

（４）支援が必要な子どもや家庭をサポートできるまち 

児童虐待防止対策や子どもの貧困対策を推進しつつ、配慮が必要な子どもや保護者に対

し、関係機関等が連携を図りながら、それぞれの課題等に応じた切れ目のない支援の充実

を図ります。 

 

 

（５）子育て・子育ちにやさしいまち 

子どもをはじめ、広く社会に対しても、子どもが権利の主体であることを周知するとと

もに、様々な取組を通して、子どもや子育て家庭を社会全体で支える機運を醸成します。 

また、安全な道路交通環境や防犯・防災対策、住環境の整備など、安心して子育て・子

育ちできるまちづくりに取り組みます。  



     

 
25 

 

４ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［ 基本理念 ］ ［ 施策の方向性 ］ ［ 基本目標 ］ 

子
ど
も
を
生
み
育
て
や
す
く 

子
ど
も
が
の
び
の
び
健
や
か
に
育
つ
ま
ち 

１．お母さんと赤ちゃんの健康を守ります 

１．就学前教育・保育を推進します 

２．子育てサービスを充実します 

３．子育て支援のネットワークを強化します 

Ⅰ 安心して子どもを 

生み育てることが 

できるまち 

Ⅱ すべての子育て家

庭に寄り添うこと

ができるまち 

Ⅲ 子どもの生きる力

を育むことができ

るまち 

Ⅳ 支援が必要な子ど

もや家庭をサポー

トできるまち 

Ⅴ 子育て・子育ちに 

やさしいまち 

１．学校教育を推進します 

２．放課後児童対策を推進します 

３．学びの機会を充実します 

１．児童虐待防止の取組を強化します 

２．障害のある子どもと家庭を支援します 

３．子どもの貧困対策を推進します 

～子どもの未来応援プラン～ 

５．課題を抱える子育て家庭を切れ目なく 
支援します 

４．ひとり親家庭等の自立を促進します 

～ひとり親家庭等自立促進計画～ 

１．子育てに関する理解の促進を図ります 

２．暮らしやすいまちづくりを進めます 
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第４章    施策の展開 

 

 

 

基本目標Ⅰ 安心して子どもを生み育てることができるまち 

１．お母さんと赤ちゃんの健康を守ります 

（１）母子保健サービス等の充実  

①妊娠、出産期における子育て支援を推進します 

妊娠、出産期における妊婦が安心・安全に出産を迎え、母子が心身ともに健康な生活を送る

ことができるよう、積極的に面接・訪問を実施し、母子保健事業及び出産後のサポートの充実

を図ります。 

【 主な取組 】 

■母子健康手帳の交付 

■マタニティ教室              ■助産師相談（ここ☺
に こ

アドバイス） 

■産前産後訪問事業（助産師のここ☺
に こ

サポート）■産後ケア事業 

■妊婦支援給付金              ■妊婦等包括相談支援事業 

■乳児家庭全戸訪問事業（ここ☺
に こ

こんにちは赤ちゃん事業） 

■ここ☺
に こ

赤ちゃんルーム           ■藤井寺市こども家庭センター   

■子育て応援ヘルパー事業 

 

②健康診査等体制を充実します 

妊産婦や子どもの健康を守るため、各種健康診査を積極的に実施し、疾病の早期発見や

予防に努めます。特に、健康診査の受診率向上を目指し、未受診者への声かけや、予防接

種に関する情報提供を強化します。 

また、医療機関等と連携し、健康診査の結果に基づいたきめ細やかな支援体制を構築す

ることで、より一層の母子の健康増進を目指します。 

【 主な取組 】 

■妊婦健康診査               ■妊婦歯科健康診査 

■乳幼児健康診査              ■産婦健康診査 
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③食育を推進します 

妊娠中から就学前までの子どもを持つ家庭に対し、保育・教育の現場と連携し、食に関

する学習機会や栄養指導を実施します。 

また、地域の食文化や農産物に触れる体験を通して、子どもたちが食べることへの興味

関心を高め、生涯にわたる健康な食習慣を育むことを目指します。 

【 主な取組 】 

■離乳食講習会（ここ☺
に こ

赤ちゃんクッキング） ■幼児クッキング 

■地域における食を通じた健康づくり 

 

 

（２）医療体制の確保  

①安心できる小児医療の体制を確保します 

安心して子どもを生み、育てることができるよう、急病診療所等における救急医療体制

を確保するとともに、医療に関する情報提供を行うこと等により子育て家庭が医療を利用

しやすい環境づくりに努めます。 

【 主な取組 】 

■子どもの医療費助成            ■かかりつけ医の推進 

■休日急病診療所              ■小児夜間急病診療所 
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基本目標Ⅱ すべての子育て家庭に寄り添うことができるまち 

１．就学前教育・保育を推進します 

（１）就学前教育・保育の推進  

①就学前施設の整備を進めます 

公立の就学前施設については、施設の適切な維持管理に努めるとともに、幼稚園・保育

所においては、現在策定を進めている「藤井寺市立幼稚園・保育所再編実行計画（後期計

画）」に基づき施設の再編を進めます。 

また、社会状況の変化を踏まえ、保護者の多様なニーズに応えるため、令和６年度にお

いて民間保育施設公募事業を実施し、令和７年度において民間保育施設の整備を行うこと

で一定の保育ニーズの受け皿を確保する見込みです。 

今後も第三期計画の計画期間における量の見込みと確保方策を注視し、保育ニーズの受

け皿確保が必要な場合には、民間保育施設の公募・誘致等により受け皿の確保に努めます。 

【 主な取組 】 

■幼稚園・保育所・認定こども園等の維持管理等 

■民間保育施設の公募・誘致等 

 

②就学前施設での多様な取組を充実します 

就学前施設と連携し、子育て家庭の多様なニーズに応えるための事業を進めます。 

また、体験活動や地域との交流活動など、子どもたちの豊かな成長を促す取組にも努め

ます。 

【 主な取組 】 

■時間外保育事業              ■一時預かり事業 

■病児保育事業               ■園庭開放 

■育児相談               ■季節に合わせたイベント実施 
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（２）保育の質の向上 

①就学前教育・保育の質の維持・向上に努めます 

乳幼児期の発達段階に応じた質の高い教育・保育を提供するため、研修等の実施により、

教育・保育従事者の専門性と資質の向上を図り、子どもたちが心身ともに健やかに成長す

る環境づくりを行います。 

【 主な取組 】 

■職員研修の実施 

 

 

（３）就学前施設と小学校との連携 

①子どもが就学をイメージできる機会を充実します 

子どもの育ちを幅広く支えるため、就学前施設と小学校が連携し、子どもの心身の状態

や家庭環境に関する情報を共有することで、子どもたちが環境の変化にスムーズに対応で

きるよう支援します。 

また、体験入学や給食交流会などを通じて、子どもたちが小学校の雰囲気を味わい、安

心感を持って入学できるよう取組を進めます。 

【 主な取組 】 

■保幼小中生徒指導研究協議会       ■校区別地域教育推進事業 

■地域学校協働本部 

■給食試食会                ■体験入学 

 

  



 
30 

 

２．子育てサービスを充実します 

（１）地域での子育て支援サービス等の充実  

①子育て中の親子が気軽に集まれる場・機会を充実します 

子育ての悩み相談や情報交換、子育て中の親子が気軽に交流できる場を提供するととも

に、個人や民間ボランティア団体等にも協力をいただき、より多くの子育て家庭が安心し

て利用できる子育て支援サービスの充実に努めます。 

【 主な取組 】 

■地域子育て支援拠点事業          ■親子はぐくみ学級 

■紙芝居と絵本の読み聞かせ         ■こども食堂への支援 

 

②育児援助を充実します 

専門的な相談支援や訪問活動、子どもの預かりなど、保護者の不安・負担の軽減につな

がるよう支援に努めます。 

【 主な取組 】 

■養育支援訪問事業             ■子育て短期支援事業 

■一時預かり事業〈再掲〉          ■子育て応援ヘルパー事業〈再掲〉 

■ファミリー・サポート・センター事業 

 

 

（２）子育てに関する情報提供・相談支援の充実  

①わかりやすく、伝わりやすい情報発信に努めます 

視覚的な情報発信、保護者への直接的な情報提供など、多角的なアプローチで、子育て

に関する情報を分かりやすくお届けします。 

また、情報技術の進歩に応じた情報発信方法についても検討し、子育て家庭に分かりや

すい情報発信に努めます。 

【 主な取組 】 

■子育てマップ               ■藤井寺市ＬＩＮＥ公式アカウント 

■ＰＩＡＺＺＡ（地域ＳＮＳアプリ） 
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②相談体制の充実、機能強化を図ります 

藤井寺市こども家庭センターを中心に、相談窓口の一元化や関係機関との連携強化を図

るとともに、各職員の専門性向上にも継続的に取り組むことで、質の高い相談支援体制を

確保します。 

また、子育て家庭のニーズに応じたアクセスしやすい多様な相談支援を行うなど、より

きめ細やかな支援を提供します。 

【 主な取組 】 

■藤井寺市こども家庭センター〈再掲〉    ■ここ☺
に こ

育児・健康相談 

■育児相談専用電話「ほっとダイヤル」    ■地域子育て支援拠点事業〈再掲〉 

■カンガルー教室 

 

 

３．子育て支援のネットワークを強化します 

（１）子育て支援ネットワークづくり  

①地域にある社会資源を活用した子育て支援を進めます 

個人や団体等が実施している子育て家庭に対する様々な取組の支援や、地域と連携した

課題を抱える家庭の早期発見と相談支援の強化など、地域にある社会資源も有効に活用し

ながら、子育て家庭が安心して子育てできる環境づくりに努めます。 

また、地域全体で子ども・子育て家庭を応援するという機運醸成に向けた取組も進めま

す。 

【 主な取組 】 

■民生委員児童委員、主任児童委員、福祉委員等との連携 

■こども食堂への支援〈再掲〉 
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基本目標Ⅲ 子どもの生きる力を育むことができるまち 

１．学校教育を推進します 

（１）「人」を育む教育の推進 

①「人」を育む教育を推進します 

「第２次藤井寺市教育振興基本計画」に基づき、確かな学力の定着、豊かな心と健やか

な体の育成など、教育は「人づくり」という考えのもと、子どもの学びを支援します。 

また、配慮や支援が必要な子どもたちの教育の推進、子どもが抱える様々な課題の解決

に向けた体制づくりを進めます。 

【 主な取組 】 

■スクールソーシャルワーカーの配置     ■スクールカウンセラーの配置 

■支援教育         ■適正就学に向けた相談体制の確立 

■不登校児童生徒の支援        ■帰国・渡日児童生徒の支援 

 

②より良い教育環境をつくります 

市立小中学校のトイレ改修やバリアフリー化への対応など、施設における様々な課題を

整理し、計画的な施設の整備・充実に取り組むとともに、ＩＣＴ環境の基盤強化にも努め

ます。 

【 主な取組 】 

■市立小中学校の維持管理等 

 

 

③地域協働を進めます 

「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、地域と学校がパートナーとして連携・協

働するため、学校運営協議会を市立学校に設置し、保護者及び地域住民等の学校運営への

参画や学校運営への支援・協力を促進します。 

【 主な取組 】 

■コミュニティ・スクール          ■校区別地域教育推進事業〈再掲〉 

■地域学校協働本部〈再掲〉 
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２．放課後児童対策を推進します 

（１）放課後の居場所づくりの推進  

①放課後児童会を推進します 

放課後児童会については、現状の待機児童ゼロを維持するため、受け入れ体制の確保に

努めます。 

【 主な取組 】 

■放課後児童会 

 

②放課後の子どもの居場所づくりに取り組みます 

放課後に小学校の教室等を活用し、子どもへの学習支援や遊び場を提供し、学校・地域

の協力を得ながら、放課後子ども教室を実施します。 

また、放課後児童会と放課後子ども教室の連携を図るなど、放課後における子どもたち

の安全な居場所づくりに取り組みます。 

【 主な取組 】 

■放課後子ども教室 

 

３．学びの機会を充実します 

（１）体験・交流活動の充実  

①子どもの読書活動を推進します 

生涯にわたる読書習慣を形成するため、子どもの読書活動を推進し、乳幼児期からの読

み聞かせの啓発や学校図書館との連携の強化、読書の機会の提供に努めます。 

【 主な取組 】 

■図書の貸出                ■子ども図書館員体験 

■図書館職員による学校図書館への訪問 

 

②地域のスポーツ活動を推進します 

生涯にわたり健康を保持増進し、豊かなスポーツライフを実現することで、活力ある生

活を送るために、子どものころから主体的に運動する習慣を身につけ、スポーツへの興味・

関心を高めます。 

【 主な取組 】 

■藤井寺市民マラソン大会   ■Fujiりんぴっく    ■アルティメット教室 
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（２）子どもが健やかに育つ環境づくり  

①地域ぐるみで子どもの健やかな育ちを支えます 

子どもたちの人間性や社会性を育み、地域に根差した心豊かで健やかな成長につなげる

ため、世代間交流や親子・地域で楽しめる機会の確保に取り組みます。 

また、青少年を犯罪被害から守り、非行を防止するため、市内の中学生と協働し、地域

ぐるみで青少年を育成するという環境づくりを進めます。 

【 主な取組 】 

■みんなで育てる花いっぱいプロジェクト   ■わくわくチャレンジウォーク事業 

■小中学生クラブ事業 

■青少年健全育成藤井寺市民会議（ユースフル藤井寺）啓発活動 
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基本目標Ⅳ 支援が必要な子どもや家庭をサポートできるまち 

１．児童虐待防止の取組を充実します 

（１）児童虐待防止への取組の強化  

①児童虐待防止に関する啓発を強化します 

児童虐待防止に向け、ポスターやパンフレットの配布、街頭キャンペーン、広報やホー

ムページなど、多様な方法でより一層の啓発に努めます。 

【 主な取組 】 

■オレンジリボンキャンペーン 

 

②児童虐待防止に向けた体制を強化します 

藤井寺市こども家庭センターを中心に、関係機関と連携し、虐待事案への迅速な対応体

制を強化するとともに、関係職員の専門性向上を図ります。 

【 主な取組 】 

■藤井寺市こども家庭センター〈再掲〉 
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２．障害のある子どもと家庭を支援します 

（１）障害のある子どもと家庭への支援  

①障害児支援や保健・医療を充実します 

障害のある子どもに対する相談支援、通所支援、入所支援の事業所等の整備を推進しま

す。 

また、障害の早期発見・早期対応を図るための相談体制の充実や障害のある人の健診体

制の充実に努めます。 

【 主な取組 】 

■障害児保育                ■障害児通所支援事業 

■障害児・障害者ふれあい支援センター    ■障害児相談支援事業 

■サポートブック「はばたき」        ■ペアレントトレーニング事業 

■発達障害児療育事業           

 

②インクルーシブな社会を推進します 

社会参加を阻んでいる物理的な障壁、制度や習慣等の障壁、情報の障壁、人々の意識に

関わる障壁等、あらゆる障壁（バリア）を取り除き、障害の有無に関わらず、その能力を

最大限発揮しながら、安心して生活できるよう配慮します。 

また、アクセシビリティを向上させ、すべての市民にとって生活しやすいまちづくりを

社会全体で進めていきます。 

【 主な取組 】 

■サポートブック「はばたき」〈再掲〉 
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３．子どもの貧困対策を推進します ～子どもの未来応援プラン～ 

（１）子どもの貧困対策の推進  

①貧困の連鎖を断ち切り、子ども達が将来に希望を持つことができるまちを実現

します 

実態調査において示された課題を踏まえた本市の子どもの貧困対策の推進において、

「貧困の連鎖を断ち切り、子ども達が将来に希望を持つことができるまちの実現」を基本

理念とし、各種の施策の推進に取り組みます。 

 

「第５章 子どもの未来応援プラン」にて記載 
 

 

 

４．ひとり親家庭等の自立を促進します ～ひとり親家庭等自立促進計画～ 

（１）ひとり親家庭等の自立の促進 

①ひとり親家庭等の自立を促進します 

ひとり親家庭等は、各家庭によって状況や困りごとは様々であり、多種多様な不安を抱

えています。 

個々の状況を聞き取りながら相談に応じて必要な支援につなげるとともに、状況に応じ

た情報提供が出来るよう、関係機関とも連携しながらひとり親家庭等の自立に向けた支援

を行います。 

 

「第６章 ひとり親家庭等自立促進計画」にて記載 
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５．課題を抱える子育て家庭を切れ目なく支援します 

（１）課題を抱える子育て家庭への支援  

①適切な支援につなぎます 

ヤングケアラーの問題は、本人や家族が自覚していないことも多く、顕在化しづらいこ

とを念頭に置いた上で、子どもや家族の思いに寄り添いながら、関係機関が連携してヤン

グケアラーを早期に把握し、適切な支援につなげます。 

また、外国にルーツをもつ子どもとその家庭に対し、日常生活において不安が生じない

よう支援に努めます。 

その他、様々な課題を抱える子育て家庭の困りごとに応じ、適切な支援につなぎます。 

【 主な取組 】 

■藤井寺市こども家庭センター〈再掲〉    ■女性相談窓口 

■人権悩みの相談室 

 

 

（２）子育て家庭の生活に関する支援の実施  

①自立をサポートします 

経済的な困難を抱える方に対し、自立相談支援員が中心となり、一人ひとりの状況に合

わせたきめ細やかな支援を行い、就労支援、生活習慣の改善、学習支援など、多角的なア

プローチで自立をサポートします。 

また、生活保護制度の保護費の支給をはじめ、生活保護を受けている家庭の状況に応じ

て就労自立給付金、高等学校等就学費、進学・就職準備給付金など、経済的な支援に努め

ます。 

【 主な取組 】 

■生活困窮者自立支援事業 

（相談支援事業、就労準備支援事業、こどもの学習支援事業、家計改善支援事業） 
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②各種手当等の支給を行います 

子育て家庭に対する経済的支援に加え、出産や医療、子育てに関する費用の支給やその

他貸付事業等を実施します。 

【 主な取組 】 

■助産制度                 ■児童手当 

■就学援助                 ■子どもの医療費助成〈再掲〉 

■児童扶養手当               ■ひとり親家庭等の医療費助成 

■特別児童扶養手当 
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基本目標Ⅴ 子育て・子育ちにやさしいまち 

１．子育てに関する理解の促進を図ります 

（１）子どもの人権尊重、地域で子どもを育てる機運醸成  

①子どもの人権に関する啓発を進めます 

市広報や啓発紙の配布など様々な機会通じて子どもの権利に関する普及啓発に努める

とともに、地域で子育てをしやすい機運の醸成を図ります。 

【 主な取組 】 

■オレンジリボンキャンペーン〈再掲〉    ■パープルリボンキャンペーン 

 

②人権に関する相談支援体制を充実します 

市民からの様々な相談対応において、市民一人ひとりの人権が尊重されるよう、職員の

人権意識の向上を図ります。 

また、相談員の資質向上や各種相談窓口間の連携強化などにより、相談支援体制の充実

に努めます。 

【 主な取組 】 

■藤井寺市こども家庭センター〈再掲〉    ■女性相談窓口〈再掲〉 

■人権悩みの相談室〈再掲〉 

 

 

（２）ワーク・ライフ・バランスの推進  

①男女共同参画の視点に立った子育て支援施策を推進します 

市民に対して、ワーク・ライフ・バランスへの理解を深める講座や情報を提供するとと

もに、事業所等に対しても、ワーク・ライフ・バランスの啓発に努めます。 

【 主な取組 】 

■男女共同参画推進フォーラム        ■男女共同参画推進講座 
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②庁内における男女共同参画の推進体制を構築します 

各種審議会等の委員を選定する際、積極的に女性委員の登用について検討し、女性の意

見が反映されるような環境づくりに努めます。 

また、市職員の男女共同参画に対する意識の向上と知識の習得に向け、研修の実施や啓

発紙の配布等を行うとともに、各部署に男女共同参画に知識のある人権推進員を配置し、

市のあらゆる業務に男女共同参画の視点を反映するよう努めます。 

【 主な取組 】 

■審議会等への女性委員の登用        ■人権推進員の配置 

 

 

２．暮らしやすいまちづくりを進めます 

（１）防犯・防災対策、交通安全対策の推進  

①防犯・防災意識の高揚を図ります 

平常時から、様々な媒体での情報発信に努め、市民一人ひとりの防犯・防災意識の高揚

を図ります。 

【 主な取組 】 

■藤井寺市防災ガイドブック         ■避難訓練 OnLINE 

 

②地域と協力した安全なまちづくりを進めます 

自主防災組織や地区防犯活動などを支援するとともに、保護者、幼稚園、保育所、認定

こども園、学校、地域住民、警察、その他関係機関と連携し、地域における子どもの見守

りや安全確保に努め、安全なまちづくりを進めます。 

【 主な取組 】 

■青色防犯パトロール            ■子どもの見守り活動 

■こども 110番運動における啓発       ■交通安全教室 
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（２）子ども、子育て家庭にやさしいまちづくり  

①福祉のまちづくりを進めます 

公共施設や歩道等のバリアフリー化や無電柱化、安全な通学路の整備等、すべての人に

やさしいユニバーサルデザインの視点に立ったまちづくりを推進します。 

また、妊産婦が安心して外出できるよう、マタニティマークの普及に取り組みます。 

【 主な取組 】 

■バリアフリー化の推進 

 

 

②子育て家庭に配慮した居住空間の整備を進めます 

空家の削減や発生の抑制に努めるとともに、本市の豊かな自然環境や歴史文化などの魅

力ある特性を生かし、子ども・子育て家庭もいきいきと暮らせる住環境を整えます。 

また、子どもたちの意見を聞きながら、気軽に集い遊べる特色ある公園づくりを進めま

す。 

【 主な取組 】 

■空家セミナー               ■空き家リフォーム補助 

■公園リニューアルプロジェクト       ■赤ちゃんの駅 

 

 

（３）子ども・子育て政策のＤＸの推進  

①行政手続のＤＸ化を推進します 

各種手続きをオンラインで行う「藤井寺市オンライン窓口」や藤井寺市ＬＩＮＥ公式ア

カウントのさらなる活用等により、子育て家庭の行政手続きの利便性向上を図ります。 

また、職員向けに、デジタルツールや技術に関する教育研修を充実し、組織全体でデジ

タル技術の活用を進める機運の醸成を図り、業務の効率化による職員の負担軽減と支援サ

ービスの向上を目指します。 

【 主な取組 】 

■藤井寺市オンライン窓口           

   ■藤井寺市ＬＩＮＥ公式アカウント〈再掲〉 
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第５章    子どもの未来応援プラン 

 

 

 

１ 計画の趣旨 

近年、子どもの貧困が社会問題として注目され、国の調査においては、子どもの７人に

１人が貧困状態にあることが判明しました。 

「子どもの貧困対策の推進に関する法律」に定める基本理念に基づき、子どもの貧困対

策に関する施策を総合的に推進し、児童の権利条約に定める権利が保障され、子どもの将

来がその生まれ育った環境によって左右されることなく、安心して未来へ歩みを進めてい

くことができるよう、令和５年３月に「藤井寺市子どもの未来応援プラン」を策定しまし

た。 

なお、「子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部を改正する法律」が令和６年６月に

成立・公布され、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の名称が「こどもの貧困の解消

に向けた対策の推進に関する法律」に改められたとともに、「子どもの現在及び将来がその

生まれ育った環境によって左右されることのないよう」という目的が「貧困により、こど

もが適切な養育・教育・医療を受けられないこと、多様な体験の機会を得られないこと、

権利利益を害され、社会から孤立することのないよう」へと解消すべき「こどもの貧困」

が具体的に盛り込まれました。 

これらの状況を踏まえ、関係部局連携のもと、各種施策の推進に取り組みます。 

 

２ 現状と課題 

（１）子どもの生活に関する実態調査の概要  

子育て家庭の経済状況と子どもや保護者の状況との関連等の実態を把握し、本市におけ

る子どもたちや子育て家庭への支援のあり方の検討に役立てることを目的として、「子ど

もの生活に関する実態調査」を実施しました。 

♢アンケート調査 

調査対象者 市内在住の小学５年生及び中学２年生とその保護者 

調 査 時 期 令和４年７月１日から７月 15 日 

配付・回収 
小学５年生：配付 545 件、有効回収 483 件（有効回収率 88.6％） 
中学２年生：配付 579 件、有効回収 455 件（有効回収率 78.6％） 

♢団体・支援者調査 

調査対象者 市内で子どもや子育て支援に関わる団体・機関等 

調 査 時 期 令和４年７月 27 日から８月 12 日 

配付・回収 配付 73 件、回収 50 件（回収率 68.5％） 

  

― こどもの貧困の解消に向けた対策についての計画 ― 
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（２）実態調査から見えた本市の課題  

実態調査の結果、見えてきた本市の課題について５つの視点で整理しました。 

■子育て家庭の経済状況について 

経済的に厳しい世帯においてはひとり親の割合が非常に高く、既存のひとり親世帯への

支援では、ひとり親世帯の経済的困難を支援するには十分ではない可能性がある。 

■子どもの教育・進学について 

教育機会の格差は、将来的な職業や収入にも影響し、貧困の連鎖を招くものであること

から、家庭の状況による学習・経験の格差を補う家庭支援の取組が必要。また、教育環境

の充実だけでなく多様な体験の機会の提供も必要。 

■子どもの日常生活について 

経済的に厳しい状況にあっても、子どもが自尊感情を保ち、将来に展望が持てるような

働きかけが課題。また、保護者自身が複合的な課題を抱えている場合などもあるため、家

庭・保護者への支援も必要。 

■保護者の就労・生活の状況について 

生活の安定のための就労の支援や、子育てしやすい就労環境を確保するための取組が必

要。また、経済的に厳しい世帯の保護者が孤立しないよう、様々な機関との連携や、公的

な相談窓口について一層の周知をしていくなど、孤立を防ぎ支援につなげるための取組が

必要。 

■支援制度・支援のニーズについて 

支援が必要な家庭が適切な情報を入手できるよう、広報周知の方法を検討するとともに、

手続き面で改善の余地があるかについての検討が必要。また、学校や就学前施設と、福祉

分野等の行政部局や民間を含めた様々な団体・機関との連携・情報共有が可能な体制を確

保し、支援につなげるための取組が必要。 

 

 

３ 計画の基本的な考え方 

実態調査において示された課題を踏まえ、基本理念と３つの基本方針を設定したうえで、

継続的に取り組む事業を５つの分野に分類し効果的かつ総合的に子どもの貧困の解消に

向けた対策を推進します。 

 

基本方針１ 貧困の連鎖の断ち切り  

貧困の連鎖を断ち切り、すべての子どもが自分の将来に夢や希望を持ち、自分らしく生

きられるまちづくりを目指します。教育や進学の格差だけでなく、子どもの自尊感情や多

様な経験の有無、身近な人間関係が与える影響など、様々な要因が絡み合い貧困の連鎖が
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生まれています。これを断ち切るためには、教育に関する支援だけでなく、子どもの将来

展望や視点を広げられるような文化的な体験の機会の提供等も重要であるため、様々な分

野からの支援を提供します。  

 

基本方針２ 切れ目のない支援  

親の妊娠・出産から子どもの社会的自立までの切れ目のない支援体制の構築を進めます。 

困難を抱える家庭をいち早く発見し、各家庭の状況に合った支援を提供できるよう関係機

関との連携を強化します。また、困難を抱える家庭ほど孤立しがちである状況を鑑み、子

育て中に保護者が孤立感を感じず安心感を持って子育てに取り組むことができるよう、行

政だけでなく地域で支え合う体制を構築します。 

 

基本方針３ 適切な情報の提供  

様々な困難により支援が届かない、または届きにくい子どもや家庭があることを踏まえ、

必要な支援を確実に届けられるような配慮・調整を図ります。支援が必要な家庭に必要な

情報が届くよう、広報周知の方法を検討するとともに、手続き面でもできるだけ利用者に

とって負担の少ない方法を検討します。また、支援を必要とする家庭への情報提供だけで

なく、困難を抱える家庭に一番近い存在の支援者や関係機関に向けても情報提供を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 

基本方針 

分野別施策 

貧困の連鎖を断ち切り、  

子ども達が将来に希望を持つことができるまちの実現  

基 本 方 針 １ ：貧 困 の連 鎖 の断 ち切 り  

基 本 方 針 ２ ：切 れ目 のない支 援  

基 本 方 針 ３ ：適 切 な情 報 の提 供  

教

育

の
支

援

 

生

活

の
支

援

 

経

済

的

支

援

 

就

労

の
支

援

 

情

報

提

供

支

援

 



 
46 

 

４ 分野別の取組 

（１）教育の支援  

【 施策の推進における課題 】 

家庭の経済状況と、子どもの教育環境や学習・体験の機会、将来展望が様々な面で関連

していることが示されており、貧困の連鎖を断ち切るためには、教育分野における取組は

重要です。すべての子どもにとっての教育環境の充実や、家庭環境の格差を補う学習・体

験の機会の提供、将来に向けて子どもの視野や体験の幅を広げるアプローチ等が課題とな

ります。 

【 施策の方向性 】 

すべての子どもが、家庭の経済状況にかかわらず自分らしい進路を選択できるよう、安

心して学ぶことのできる環境づくりや学習支援、多様な体験・経験の機会の提供等を行い、

教育と福祉の連携による支援の充実を図ります。 

【 主な取組 】※子どもの貧困の解消に向けた対策として有効だと考えられる取組を幅広く記載しています。 

□幼児教育の無償化 □スクールソーシャルワーカーの配置 □スクールカウンセラーの配置  

□教育相談・テレホン教育相談 □放課後「ゆめ」教室 □教育支援センター 

□学力向上推進支援事業 □就学援助事業 □特別支援教育就学奨励費支給事業  

□藤井寺市高等学校等入学準備金 □ひとり親家庭等学習支援事業  

□生活困窮者自立支援事業（こどもの学習支援事業） □教育コミュニティづくり推進事業 

□小・中学校における学校給食 □スクールフレンド活用事業 □社会人等指導者活用事業 

□キャリア教育の推進 

 

 

（２）生活の支援  

【 施策の推進における課題 】 

調査結果では、家庭の経済状況の格差が、子どもの生活の幅広い領域に影響を与えてい

ることが示されています。子どもが基本的な生活習慣を確立でき、必要なケアを受けられ

る環境づくりに向け、子育て支援・家庭教育の支援のさらなる充実や、保護者への支援と

子どもへの支援の両面からの取組が課題となります。 

【 施策の方向性 】 

妊娠・出産期からの切れ目のない子育て支援の充実に取り組みます。保護者の社会的孤

立を防ぎ、安心して子育てを行える環境づくりを推進するとともに、子どもの安定した日

常生活習慣の確立を図ります。 
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【 主な取組 】※子どもの貧困の解消に向けた対策として有効だと考えられる取組を幅広く記載しています。 

□養育支援訪問事業 □乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）  

□妊産婦・乳幼児保健指導 □母子生活支援施設 □生活保護世帯に対する生活支援等の実施  

□生活困窮者自立支援事業（相談支援事業） □生活困窮者自立支援事業（家計改善支援事業） 

□子育て短期支援事業 □ひとり親家庭等の相談 □ファミリー・サポート・センター事業  

□地域子育て支援拠点事業 □保育所等の保育料 □放課後児童会事業  

□生活困窮者自立支援事業（住居確保給付金） □人権相談 □人権悩みの相談室 □女性相談 

□障害者等相談 □障害児・障害者ふれあい支援センター □藤井寺市こども家庭センター  

□出産・子育て応援事業 

 

 

（３）経済的支援  

【 施策の推進における課題 】 

調査においては、就学援助や子どもの医療費助成制度については周知が進んでいること

がうかがえる一方で、子育て支援の取組等については経済的に厳しい世帯ほど認知してい

ない状況も示されています。既存の制度や事業を確実に利用できるよう、引き続き丁寧な

周知や手続き面での改善・支援に取り組むことや、関係団体・機関が連携して適切な支援

につなげるための体制づくりが課題となります。 

【 施策の方向性 】 

必要な支援が必要な人に確実に届くよう、制度の周知、手続きの支援、関係機関との情

報共有等に取り組みます。金銭的な支援だけではなく、多様な支援施策と連携し、効果的

な支援の充実を図ります。 

【 主な取組 】※子どもの貧困の解消に向けた対策として有効だと考えられる取組を幅広く記載しています。 

□特別児童扶養手当 □児童扶養手当 □児童手当  

□生活保護受給世帯の子どもの学習塾等費用の収入認定除外  

□生活保護制度における高等学校等就学費 □生活保護制度における進学・就職準備給付金  

□子どもの医療費助成事業 □ひとり親家庭等の医療費助成事業  

□大阪府母子父子寡婦福祉資金貸付 □ひとり親家庭等無料法律相談事業 □助産制度  

□実費徴収に係る補足給付事業 □養育費確保支援事業 
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（４）就労の支援  

【 施策の推進における課題 】 

経済的に厳しい家庭ほど、保護者の就労が難しい状況にあったり、子育て等に時間をか

けにくい状況で就労していることが多くなっています。感染症拡大の影響も、ひとり親世

帯など経済的に厳しい状況にある保護者において大きくなっており、それぞれの家庭の経

済的安定に向けた支援や、適切な支援の制度・事業につなげるための取組が引き続き課題

となります。 

【 施策の方向性 】 

子育て家庭の生活基盤と経済的な安定を図るとともに、家族がゆとりを持って接する時

間を確保できるワーク・ライフ・バランスの充実に向け、国・大阪府・関係機関と連携し、

就労支援を推進します。 

【 主な取組 】※子どもの貧困の解消に向けた対策として有効だと考えられる取組を幅広く記載しています。 

□ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金事業 □ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金等事業  

□ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業  

□母子・父子自立支援プログラム策定事業  □地域就労支援事業（地域就労支援センター）  

□生活困窮者自立支援事業（就労支援事業） □生活保護制度における就労支援事業  

□生活保護制度における就労自立給付金 

 

 

（５）情報提供支援  

【 施策の推進における課題 】 

困難を抱える家庭が必要としている支援制度や支援事業についての情報が、困難を抱え

る家庭だけでなく、一番近い支援者及び関係機関にも浸透していない状況があります。支

援制度の担当窓口や相談窓口が随所に点在しているため、支援者や関係機関職員が困難を

抱える家庭を発見した際に、つなげる先がわかりにくいことも課題となっています。 

【 施策の方向性 】 

親族等に頼ることができない家庭や外国にルーツを持つ家庭など、困難を抱える家庭が

必要としている情報を取得しやすくなるよう、相談窓口をよりわかりやすく示すことや事

業等の周知方法を検討します。また、適切でスムーズな連携が行えるよう、地域にある社

会資源を整理し、支援者や関係機関との連携強化に努めます。 

【 主な取組 】※子どもの貧困の解消に向けた対策として有効だと考えられる取組を幅広く記載しています。 

□就学援助制度の利用促進 □窓口等における手続き支援 □人権相談ネットワーク会議 

□子どもの貧困対策関連事業のわかりやすい情報発信   □子どもの未来応援ネットワーク会議   
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５ 計画の進捗状況の確認 

子どもの未来応援プランの進捗状況を確認するため、指標を設定し目指す方向性に向け

て取り組みます。 

 

指標 
計画策定時 

（令和３年度） 

現状値 
（令和５年度） 

目指す方向性 

生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率 100% 100％ 維持 

スクールカウンセラーの年間相談開設日数 

（小学校） 
72日 84日 増加 

スクールカウンセラーの年間相談開設日数 

（中学校） 
78日 105日 増加 

「自分にはよいところがあると思う」 

子どもの割合（小学生） 
78.1％ 83.2％ 上昇 

「自分にはよいところがあると思う」 

子どもの割合（中学生） 
70.3％ 77.8％ 上昇 

「学校に行くのは楽しいと思う」子どもの割合 

（小学生） 
86.0％ 81.4％ 上昇 

「学校に行くのは楽しいと思う」子どもの割合 

（中学生） 
74.4％ 85.8％ 上昇 

「全く読書をしない」子どもの割合（小学生） 28.8％ 32.0％ 減少 

「全く読書をしない」子どもの割合（中学生） 50.3％ 51.0％ 減少 

「朝食を毎日食べている」子どもの割合 

（小学生） 
81.1％ 79.3％ 上昇 

「朝食を毎日食べている」子どもの割合 

（中学生） 
74.0％ 67.8％ 上昇 

「将来の夢や目標を持っている」子どもの割合 

（小学生） 
78.2％ 80.9％ 上昇 

「将来の夢や目標を持っている」子どもの割合 

（中学生） 
61.1％ 58.0％ 上昇 

乳幼児健康診査受診率 

①４か月 ②１歳６か月 ③２歳６か月歯科  

④３歳６か月 

①98.5％②97.3％ 

③89.7％④96.7％ 

①99.1%②99.2% 

③91.0%④93.9% 
維持／上昇 

乳児家庭全戸訪問事業の訪問割合 

（訪問戸数/対象戸数） 
※長期入院・里帰り等で訪問できなかった方には、その後の事業

で訪問等を実施。 

89.8％ 96.5％ 維持／上昇 
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第６章    ひとり親家庭等自立促進計画 

 

 

 

 

１ 現状と課題 

令和５年に行った大阪府の『第五次大阪府ひとり親家庭等自立促進計画策定に係るアン

ケート調査』では、母子家庭の母の90％以上が就業しているものの、半数近くはパート・

アルバイト等の非正規雇用で、その収入については、年収が250万円以下となっている家庭

が70％以上を占めており、多くの家庭において収入の水準が低い状況であることがわかり

ました。 

また、父子家庭においては、ひとり親になったことにより20％以上の方が転職している

状況となっており、「自宅から近い」や「時間に融通が利く」といった内容を重視したとい

う結果が出ています。 

困りごとの設問では、母子家庭・父子家庭ともに、家賃や給与といった金銭面での困り

ごとの割合が高くなっています。 

養育費の状況については、令和４年に行った「藤井寺市子どもの生活に関する実態調査」

でも、養育費を受け取っているのは小学生で40.4％、中学生で23.5％となっており、決し

て高い割合となっていません。 

また『第五次大阪府ひとり親家庭等自立促進計画策定に係るアンケート調査』からも、

養育費を取決めていても、母子家庭で約50％が、父子家庭で約30％が支払われていないこ

とがわかりました。 

これらの状況から、就業状況や収入が安定していないことを踏まえ、安定した雇用及び

収入につながるための情報提供や就業に関する支援が必要です。養育費については、取決

めの有無だけでなく、取決めがされていたとしても、その後の受取りにつながっていない

状況であることも課題の一つです。養育費の分担については、子どもにとって不利益が生

じることのないよう、子どもの最善の利益を考慮しながら、履行確保のための相談支援や

取決めの促進について強化が必要です。 

ひとり親家庭等といっても母子や父子、寡婦（※）等、各家庭によって状況は様々で、

困りごとの内容についても同様です。児童扶養手当や貸付等の経済的なことから、子育て

や就業についてなど、多種多様な不安を抱えている状態であるため、個々の状況を聞き取

りながら相談に応じ、必要な支援につなげるとともに、状況に応じた情報提供が出来るよ

う、関係機関とも連携しながらひとり親家庭等の自立に向けた支援を行います。 

  

※ 寡婦とは、配偶者のいない女子であって、かつて母子家庭の母として20歳未満の児童を扶養し

ていたことがある者 
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２ ひとり親家庭等への支援 

（１）就業の支援  

様々な要因から非正規雇用の割合が多く、収入の水準が低くなっているひとり親家庭等

が安心して生活していくにあたって就業状況の不安定さや収入の低さは大きな課題とな

っています。そのため、ひとり親家庭等が経済的に安定した生活を送るためには、資格取

得などにより収入の高い就業を可能にするための支援が必要です。 

ひとり親家庭等が自立し、子育てをしながら安定した就業や生活を送ることが出来るよ

う、家庭や個人の状況に応じた就業相談や就業訓練の実施等、ハローワーク等の関係機関

とも連携を図りながら総合的な就業支援体制の整備を図ります。 

 

対象事業 概要 

ひとり親家庭自立支援教育

訓練給付金の支給 

ひとり親家庭の保護者であって母子・父子自立支援プログラム策定

等の支援を受けている者を対象に、主体的な能力開発の取組を支援

し、自立促進を図るために給付金を支給する。 

ひとり親家庭高等職業訓練

促進給付金の支給 

ひとり親家庭の親が、経済的自立に効果的な資格を取得するため、

養成機関で一定期間修業する場合に、「高等職業訓練促進給付金」を

支給し、卒業後には「高等職業訓練修了支援給付金」を支給する。 

ひとり親家庭高等学校卒業

程度認定試験合格支援事業

の支給 

高等学校を卒業していないひとり親家庭の親及びその子どもが、高

等学校卒業程度認定試験の合格を目指す場合に、対策講座の受講費

用の軽減を図り、学び直しを支援する。 

母子・父子自立支援プログ

ラム策定事業 

ひとり親家庭等の親の自立・就業支援のため、個々の受給者のケー

スに応じた自立支援プログラムを作成し、ハローワーク等と連携し

て就業を支援する。 

 

 

（２）子育てや生活の支援  

様々な困難を抱えつつ、ひとり親家庭等が就業と子育てを両立しながら安心して生活し

ていくには、個々のひとり親家庭等のニーズに合った相談支援や情報提供を行うことが必

要です。 

ひとり親家庭等が、安心して就業や子育てを行えるよう、また悩みごとを気軽に相談で

きるよう、母子・父子自立支援員を中心に個々の状況に配慮した相談に応じることにより、

ひとり親家庭等の自立支援を図るとともに、様々な形で情報提供を行い、支援策の周知を

推進します。 

ひとり親家庭等に関する各種支援について、行政部局や市母子寡婦福祉会、民生委員・

児童委員等の関係団体等との連携や協力を図ることで、より良い支援となるよう取り組み

ます。 
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対象事業 概要 

ひとり親家庭等の相談 
ひとり親家庭等の生活の安定や自立のための相談、離婚前相談等を

行う。 

母子・父子自立支援員によ

る相談事業 

母子・父子自立支援員を中心にひとり親家庭等の生活や子どもの養

育、母子父子寡婦福祉資金の貸付及び就業、自立の相談支援を行

う。 

ひとり親家庭等無料法律相

談 

ひとり親家庭等や離婚を考えている人などを対象に、弁護士による

無料相談を行う。 

ひとり親家庭等学習支援事

業 

ひとり親家庭等の小中学生を対象に無料の学習支援を行い、学習機

会の確保や学習習慣の定着を図る。 

母子・父子自立支援プログ

ラム策定事業 

ひとり親家庭等の親の自立・就業支援のため、個々の受給者のケー

スに応じた自立支援プログラムを作成し、ハローワーク等と連携し

て就業を支援する。 

母子生活支援施設 

18 歳未満の児童を養育する母子世帯の母親で、様々な問題のために

児童の養育が十分にできない状況にある場合に、児童と一緒に入所

できる児童福祉施設を確保するもの。 

施設では、相談員が生活・育児の相談に応じ、母子の自立を支援す

る。 

子育て短期支援事業 

18 歳未満の児童のいる家庭で、児童の養育が一時的に困難となった

場合や、育児不安や疾患など身体的・精神的負担の軽減が必要な場

合等に、児童福祉施設等において一定期間児童を預かるもの。 

また、保護者のレスパイト・ケアなど、必要に応じて短期間、親子

入所支援を行う。 

ひとり親家庭が利用するにあたっては、利用料の軽減措置を行って

いる。 

ファミリー・サポート・セン

ター事業 

生後３か月から小学６年生までの児童とその保護者を対象として、

地域で子育ての支援を行う人と支援を受けたい人を結び付け、相互

援助活動を促進する。 

ひとり親家庭からの依頼について、マッチングなどの配慮を行って

いる。 

保育所等入所申込に係る利

用調整 

保育所等入所申込に係る利用調整において、ひとり親に対し加点を

行い、入所の優先度が高まるよう配慮している。 

保育所等の保育料 
所得が一定以下であるひとり親について、経済的な負担軽減の観点

から、低額な保育料区分を設定している。 

ひとり親家庭等への情報提

供 

関係機関等との連携を図りながら、適切な支援、的確な情報提供を

行う。 
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（３）養育費確保の支援  

養育費は、ひとり親家庭等の生活の安定や子どもの健やかな成長に重要であり、その取

決めや履行の確保に向けた相談支援及び公正証書の作成費用等の補助を実施するととも

に、情報提供や広報・啓発などを行います。 

 

対象事業 概要 

ひとり親家庭等無料法律相

談〈再掲〉 

ひとり親家庭や離婚を考えている人などを対象に、弁護士による無

料相談を行う。 

養育費確保支援事業 
子どもの成長を経済的に支えるため、養育費の取決めにかかる公正

証書等作成費用や保証契約に必要な費用の一部を補助する。 

 

 

（４）経済的な支援 

ひとり親家庭等の収入について、低水準である家庭が多いことから、手当や貸付等の経

済的な支援が求められます。 

ひとり親家庭等の安定した生活を支援するため、児童扶養手当の支給、ひとり親家庭等

の医療費助成、母子・父子・寡婦福祉資金の貸付等の支援を行います。 

 

対象事業 概要 

児童扶養手当の給付 

父母の離婚などで、父または母と生計を同じくしない０歳～18 歳

（障害児の場合は 20 歳未満）の児童を養育する人（ひとり親家庭の

保護者等）を対象に、手当を支給する。 

母子・父子・寡婦福祉資金貸

付事業 

ひとり親家庭及び寡婦の人の経済的自立を図るため、子どもの進学

や親の技術習得などに対して資金の貸し付けを行う。 

ひとり親家庭等の医療費助

成事業 

児童扶養手当の支給要件に該当するひとり親家庭等の 18 歳に達した

年度末までの子どもとその保護者の保険診療について、医療機関等

で支払う費用から一部自己負担額を除いた額を助成する。 

JR 通勤定期乗車券の割引制

度 

児童扶養手当の支給を受けている世帯の方が JR 通勤定期乗車券を購

入する場合、証明書を発行し、３割引で購入できるよう証明書等の

発行を行う。 
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第７章    教育・保育及び地域子ども・子育て 

支援事業の量の見込みと確保方策 

 

 

 

１ 教育・保育提供区域の設定 

「子ども・子育て支援法」では「市町村子ども・子育て支援事業計画」において教育・

保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保に関して定めることとしており、

国の基本指針では、市町村は量の見込みと確保方策を設定する単位として、地理的条件、

人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供す

るための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、地域の実情に応じて、保護

者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域（以下「教育・保育提供区域」と

いう。）を定める必要があるとしています。 

本市は、人口、利便性、教育・保育施設の配置等から勘案し、「第二期藤井寺市子ども・

子育て支援事業計画」と同様、市全域をひとつの教育・保育提供区域として設定します。

その理由として、日常的な生活圏域として市全域が問題ない範囲の程度であること、また、

市全域をひとつの区域とすることにより一時的な需要の増減に対する供給量の調整が可

能となることなどが挙げられます。 

この教育・保育提供区域を基本とした上で、ニーズ調査結果に基づいた需要分析を行い、

区域における量の見込みと確保方策を整理します。 

 

 

 

２ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業  

教育・保育、地域子ども・子育て支援事業について、令和５年度に実施した保護者へのニ

ーズ調査等に基づき、それぞれ「量の見込み（ニーズ量）」を算出しました。 

なお、地域子ども・子育て支援事業については、これまでの13事業に加え、令和４年の

児童福祉法の改正等により、新たに創設された事業等についても、子ども・子育て支援事

業計画において「量の見込み」や「確保方策」を設定し、計画的に整備を進めることが求

められています。 
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◆教育・保育 

認定区分 対象となる子ども 主な提供施設 

１号  
（教育標準時間認定） 

満３歳以上 教育を希望される場合 
幼稚園（市立幼稚園は４歳以上）・

認定こども園 

２号  
（満３歳以上保育認定） 

満３歳以上 「保育の必要な事由」

に該当し、保育を希望

する場合 

保育所・認定こども園 

３号 
（満３歳未満保育認定） 

満３歳未満 
保育所・認定こども園・地域型保育

事業 

 

◆地域子ども・子育て支援事業 

（１）利用者支援事業 

（２）時間外保育事業（延長保育事業） 

（３）放課後児童健全育成事業 

（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

（５）乳児家庭全戸訪問事業 

（６）①養育支援訪問事業 

②子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

③子育て世帯訪問支援事業 

④児童育成支援拠点事業 

⑤親子関係形成支援事業 

（７）地域子育て支援拠点事業 

（８）一時預かり事業 

（９）病児保育事業 

（10）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

（11）妊婦健康診査事業 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

（14）産後ケア事業    

（15）妊婦等包括相談支援事業    

（16）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

 
 

上記のうち、第三期計画から新たに「地域子ども・子育て支援事業」として記載する事業は以下の

とおりです。 

（６）③子育て世帯訪問支援事業 

   ④児童育成支援拠点事業 

   ⑤親子関係形成支援事業 

（14）産後ケア事業 

（15）妊婦等包括相談支援事業 

（16）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 
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３ 教育・保育の量の見込みと確保方策  

教育・保育 

                 （単位：人）   

令和７年度 １号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を希望 左記以外 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み 322 105 734 86 191 239 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 581 829 89 184 213 

市内 548 812 88 183 212 

他市 33 17 1 1 1 

特定地域型保育事業 ー ー 5 7 7 

認可外保育施設 ー 0 0 0 12 

施設型給付を受けない幼稚園（他市） 37 ー ー 

企業主導型保育施設 ー 0 8 12 13 

幼稚園・預かり保育（長時間・通年） 32 ー ー 

合  計 650 829 102 203 245 

 

令和８年度 １号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を希望 左記以外 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み 306 100 698 84 191 233 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 581 895 98 194 228 

市内 548 878 97 193 227 

他市 33 17 1 1 1 

特定地域型保育事業 ー ー 5 7 7 

認可外保育施設 ー 0 0 0 12 

施設型給付を受けない幼稚園（他市） 37 ー ー 

企業主導型保育施設 ー 0 8 12 13 

幼稚園・預かり保育（長時間・通年） 32 ー ー 

合  計 650 895 111 213 260 
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                 （単位：人）   

令和９年度 １号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を希望 左記以外 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み 300 98 684 82 187 233 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 581 895 98 194 228 

市内 548 878 97 193 227 

他市 33 17 1 1 1 

特定地域型保育事業 ー ー 5 7 7 

認可外保育施設 ー 0 0 0 12 

施設型給付を受けない幼稚園（他市） 37 ー ー 

企業主導型保育施設 ー 0 8 12 13 

幼稚園・預かり保育（長時間・通年） 32 ー ー 

合  計 650 895 111 213 260 

 

令和10年度 １号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を希望 左記以外 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み 289 94 658 81 183 228 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 581 895 98 194 228 

市内 548 878 97 193 227 

他市 33 17 1 1 1 

特定地域型保育事業 ー ー 5 7 7 

認可外保育施設 ー 0 0 0 12 

施設型給付を受けない幼稚園（他市） 37 ー ー 

企業主導型保育施設 ー 0 8 12 13 

幼稚園・預かり保育（長時間・通年） 32 ー ー 

合  計 650 895 111 213 260 

   

令和11年度 １号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を希望 左記以外 ０歳 １歳 ２歳 

量の見込み 284 92 648 80 180 223 

確
保
方
策 

特定教育・保育施設 581 895 98 194 228 

市内 548 878 97 193 227 

他市 33 17 1 1 1 

特定地域型保育事業 ー ー 5 7 7 

認可外保育施設 ー 0 0 0 12 

施設型給付を受けない幼稚園（他市） 37 ー ー 

企業主導型保育施設 ー 0 8 12 13 

幼稚園・預かり保育（長時間・通年） 32 ー ー 

合  計 650 895 111 213 260 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

（１）利用者支援事業 

子どもやその保護者、または妊娠している方が、教育・保育・保健や他の子育て支援事

業等を円滑に利用できるよう相談に応じ、情報提供や助言、関係機関との連絡調整等を行

う事業です。 

なお、第三期計画期間中において、改正児童福祉法に基づく「市民からの子育てに関す

る相談に応じ、必要な助言を行うことができる『地域子育て相談機関』の整備」について

検討していきます。 
 

（単位：ヶ所）       

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み １ １ １ １ １ 

確保方策 １ １ １ １ １ 

 

 

（２）時間外保育事業（延長保育事業） 

保育の必要性の認定を受けた子どもについて、保護者のやむを得ない理由により、通常

の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、保育所・認定こども園等で保育を実施

する事業です。 
 

（単位：人）      

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 370 358 352 341 336 

確保方策 403 438 438 438 438 
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（３）放課後児童健全育成事業 

小学校に通う児童のうち、保護者が就労等により昼間家庭にいない児童に対して、放課

後に適切な遊びや生活の場を提供し、子どもの健全な育成を図る事業です。 
 

（単位：人）    

低学年 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 609 633 625 616 587 

確保方策 660 660 660 660 660 

 

高学年 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 111 122 124 134 138 

確保方策 170 170 170 170 170 

 

 

（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者の疾病等の理由により、家庭で児童を養育することが困難となった場合に、一時

的に施設で児童を預かる事業です。 
 

（単位：人日）     

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 61 59 58 56 56 

確保方策 98 98 98 98 98 

 

 

（５）乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭に保健師等が訪問し、子育てに関する情報提

供や養育環境等の把握を行う事業です。 
 

（単位：人）  

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 334 326 320 314 310 

実施体制（確保方策） 看護師・保健師等が訪問 
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（６）養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業、 

子育て世帯訪問支援事業、児童育成支援拠点事業、親子関係形成支援事業 

①養育支援事業 

児童の養育について支援が必要である家庭に対し、家庭を訪問し、養育に関する相談・

指導・助言等を行う事業です。  

（単位：人）   

②子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

要保護児童等対策地域協議会の機能強化を図るため、関係機関の専門性強化とネットワ

ーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業です。 

③子育て世帯訪問支援事業 

家事・子育て等に不安を抱えた子育て家庭や妊産婦がいる家庭等を訪問支援員が訪問し、

家事・子育て等の支援を実施することにより、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐことを

目的とする事業です。 

④児童育成支援拠点事業 

家庭や学校に居場所のない児童等に対して、居場所となる場を開設し、生活習慣の形成

や学習のサポート等の相談支援等を行う事業です。 

⑤親子関係形成支援事業 

子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、児童の心身の発達の状況

等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施する事業です。 

 

 

（７）地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互に交流し、子育てについての相談対応、情報提供、助言等

を行うことにより、家庭や地域における子育て機能の向上や子育て中の親の孤独感や不安

感を低減するため、地域に子育て支援の拠点を設置する事業です。 

（単位：（上段）人回／（下段）ヶ所） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 12,392 12,189 12,020 11,773 11,582 

確保方策 5 5 5 5 5 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 16 16 16 16 16 

確保方策 20 20 20 20 20 
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（８）一時預かり事業 

①一時預かり事業（幼稚園型） 

幼稚園等の在園児を対象として、通常の教育時間の前後や長期休業日等において、預か

りを行う事業です。 

（単位：人日）   

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 19,152 18,212 17,851 17,178 16,911 

確保方策 35,624 35,624 35,624 35,624 35,624 
 

②一時預かり事業（幼稚園型以外） 

幼稚園等の在園児以外を対象とした、保育所や認定こども園等で行う一時預かりや、就

学前児童を対象とした子育て援助活動支援事業です。 

（単位：人日） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 3,758 3,700 3,653 3,586 3,528 

確保方策 8,770 8,770 8,770 8,770 8,770 

 

一時預かり（在園児以外） 8,552 8,552 8,552 8,552 8,552 

子育て援助活動支援事業 204 204 204 204 204 

トワイライトステイ 14 14 14 14 14 

 

（９）病児保育事業 

保育所等に通所する児童に対して、児童が保育中に微熱を出すなど、体調不良となった

場合に、保育所等において緊急的な対応を図ったり、保健的な対応等を行う事業（体調不

良児対応型）や、病気にかかった子どもの体調が落ち着いてきた後、保護者が仕事等で子

どもを看られない時に、施設に付設された専用スペースにおいて、看護師等が一時的に保

育を行う事業（病後児対応型）です。 

令和６年度において民間保育施設公募事業を実施し、令和７年度において整備を進める

民間保育施設において、病児保育事業の実施を予定しています。既存の保育施設において

も病児保育事業の利用が堅調であることから、今後も、保育施設整備の際には病児保育事

業の実施に努めていきます。 

（単位：人日）    

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 1,487 1,433 1,409 1,367 1,345 

確保方策 4,148 4,148 4,148 4,148 4,148 
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（10）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

子育ての手助けを受けたい人と子育ての手助けを行いたい人が会員となって、子育ての

援助を行う相互援助活動を支援する事業です。 
 

（単位：人日）    

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 153 153 153 153 153 

確保方策 255 255 255 255 255 
 

 

（11）妊婦健康診査事業 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、

検査計測、保健指導を実施するとともに、妊娠期間中に必要に応じた医学的検査を実施す

る事業です。 
 

（単位：回） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

量の見込み 4,763 4,650 4,550 4,475 4,425 

確保方策 

実施場所 
府外実施分は償還払いで対応 府内妊婦健診実施医療機関 

検査項目 国の基準に準ずる 

実施時期 通年 
 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、保護者が支払うべき日用品、文房具、その他必

要な物品の購入に要する費用及び行事への参加に要する費用等または子ども・子育て支援

新制度に移行していない私立幼稚園の園児の副食材料費にあたる給食費をそれぞれ補助

する事業です。 

 

 対象者 

教材費・行事費等 生活保護世帯等に係る１～３号認定子ども 

給食費（副食材料費） 
新制度に移行していない幼稚園を利用する低所得世帯及び第
３子以降の子ども 
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（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

多様な事業者の新規参入を支援するための保育士等の巡回支援や、民間認定こども園に

おける特別な支援が必要な子どもの受入体制の構築に対し、必要な費用の一部を補助する

事業です。 

 

 

（14）産後ケア事業    

産後の心身の不調又は育児支援を必要とする産後１年未満の養育者と乳児を対象にし

た宿泊型、通所型、訪問型の事業です。 

母子保健法の改正（令和元年）により、令和３年度から「産後ケア事業」の実施が市町

村の努力義務となりました。 

産後ケア事業を必要とするすべての産婦に対する利用者負担の減免支援と契約事業所

数の拡大を図り、利用しやすい環境を整えることにより、健やかな育児ができるよう支援

します。 

 

 

（15）妊婦等包括相談支援事業    

妊婦・その配偶者等に対して、面談等の実施により、必要な情報提供や相談に応じると

ともに、ニーズに応じて必要な支援につなげる伴走型相談支援を実施する事業です。 

必要な相談機関とつながり、身近で相談できる安心感につなげます。 

 

 

（16）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）    

親の就労状況にかかわらず、時間単位などで子どもを保育所等に預けられるようにする

新たな通園給付制度です。 

令和８年度からの給付制度化に向けて、必要受入時間数や必要定員数等の検討を進め、

受入体制の整備に努めます。 
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第８章    計画の推進 

 

 

 

１ 施策の実施状況の点検及び評価  

第三期計画に基づく取組の実施にあたっては、年度ごとに点検・評価を行い、その結果

を踏まえた上で取組の充実・見直しを検討する等、PDCAサイクルを確保し、計画的かつ円

滑に推進することが重要です。 

適切な進行管理を進めるために、「子ども・子育て支援推進連絡会議」で具体的施策の進

捗状況について把握するとともに、「藤井寺市子ども・子育て会議」で施策の実施状況につ

いて点検・評価し、この結果を公表するとともに、結果に基づいて対策を実施します。 

また、子ども・子育て支援法で定めることとされている、教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の「量の見込み」と「確保方策」についても、毎年度、進捗状況を管理し、

利用者の動向等を鑑みながら、必要に応じて見直します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 関係機関等との連携  

計画の理念を具現化し、施策を展開していくためには、市だけでなく、家庭、教育・保

育事業者、学校、地域等が連携して取り組む必要があります。 

関係機関等それぞれが、役割を果たし、相互の連携が図られるよう、積極的に関わると

ともに、大阪府や他の市町村とも連携し、子ども・子育て支援を総合的に推進していきま

す。 

Action 

・取組改善 
（継続・拡充） 

Plan 

Do Check 

・計画策定 

・取組推進 ・進捗管理 
・評価・検証 

藤井寺市子ども・子育て会議 

市民 

・学識経験者 
・子ども関係団体 
・子ども・子育て支援従事者 
・子どもの保護者 

点検 

評価 

報告 

公表 
参画 


